
鳥取市庁舎鳥取市庁舎鳥取市庁舎鳥取市庁舎耐震改修等耐震改修等耐震改修等耐震改修等に関する調査特別委員会に関する調査特別委員会に関する調査特別委員会に関する調査特別委員会((((第第第第８８８８回回回回))))    

 

日 時：平成２４年７月１７日（火） 

午後２時～ 

会 場：鳥取市役所５階 議場 

 

 

― 日 程 ― 

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 市庁舎整備に係る埋蔵文化財（試掘）調査について（報告） 

 

 

３ 土壌汚染状況調査業務について（報告） 

 

 

４ 山本浩三氏への調査業務について 

 

 

５ 防災センターの機能等について 

 

 

６ その他 

 

 

７ 閉 会    







平成24年7月17日　第8回鳥取市庁舎耐震改修等に関する調査特別委員会資料

第２号案＜現本庁舎の耐震改修及び一部増築＞についての建築工事概要

部位 面積 単価 金額（千円） 工事内容 質問の関連番号

1 第１本庁舎

5,900㎡
基礎免震改修

2 前面２階部分

900㎡ 40 36,000
解体

・廃棄物処理費も含む

・鉄骨造駐輪場は解体費に含む（再整備は？）

8､30､69､70

3 ６階＋２階１部分

5,900㎡ 119 702,100
地下免震改修建築工事

・柱頭免震（地下と１階の間）工法による

・改修に併せて環境配慮のため２重サッシ（ペアガラス？）を整備する

・バリアフリー法に適合（単価計算に含む）

4､23､54､71

4 設備改修工事

5,900㎡ 14 82,600
設備改修工事

・免震、非免震をまたがる配管の継手、その他工事に関わる必要な設備の改修

・空調設備の更新（現状と同じ形式）、工事期間中は一時的に鉄骨造駐輪場に移設

・設備等の耐震性能、長寿命化対策は？

1､2､3､5､20､21､22､24､25､26､27､

28､31､37､52､53､72､73､74､75､76

6 外構工事

500㎡ 50 25,000
床土間コン、床仕上げ、植栽

・敷地内に５０台分の駐車場を整備（庁舎裏２２台〔市民会館側〕含む）

・若桜街道側駐輪場の解体費は駐車場工事に含む（再整備は？）

6､7､29

7 第１庁舎合計工事費

845,700

8 第３庁舎

3,650㎡ 240 876,000
新築工事

・免震工事（重要度係数１．５）

・危機管理センタースペース５００㎡

・環境配慮、バリアフリー法（円滑化基準ｏｒ誘導基準）に適合（ペアガラスは整備）

・設備等の耐震性能は？

・目標使用年数は？（長寿命と記載）

・機械室は不要とあるが非常電源の確保は？（本庁舎の自家発電に頼る？）

10､12､33､34､35､36､37､38､39､40､

55､56､57､58､59､77､78､80､81､82､

83

9 半地下駐車場

＋ふれあい広場

2,500㎡ 110 275,000
・駐車台数１００台、ふれあい広場１，６５０㎡

・バリアフリー法に適合（明快な動線、トイレ整備、エレベーター整備）

・設備（泡消化設備、換気設備とそれらの機械室）

・浸水対策（周辺の溝、止水シャッター）

・地盤改良（新第２庁舎の地下部分は杭地業）

・ふれあい広場は歩行者用の広場（車の乗り入れは考えない）

・目標使用年数は？

・耐震性能は？

13､14､15､16､17､18､19､41､42､43､

44､45､46､47､48､49､60､61､62､63､

64､84､85､86､87､88､89

10 合計工事費

1,996,700
・他事例、見積もり等で実勢価格計算（地元施工可能な単価）

・工期２０カ月（仮庁舎は設けない）

・残土処分費は通常計算（ヒ素加算していない）

・設計監理費用は告示１５号で算定し、別途加算

50､51､65､66､67､68､90､91､92､93

注１

総工事費には設計費、事務費、引越し等は含まれていない。

総工事費は既存の建物の耐力その他地盤条件等により変動する概算値である。

第１、第２、第３庁舎の施設配分は未特定である。

第１、第３庁舎の延床面積は9,560で現状より約500㎡増床（防災センター分）となっている。

※第３庁舎延べ面積算定根拠：地上床面積＝第１庁舎減築部分900㎡＋第２庁舎移転面積2,250㎡に加えて防災センター増床面積＝3,650㎡。

　建築単価は80万円/坪と設定した。

本計画は本庁面積9,550㎡で現状の第１、第２庁舎の合計9,600と既存の駅南庁舎の合計床面積で十分可能と考えているが、どうしても増床が必要な場合は

以下の２つの案の組み合わせで増床は低コストで可能である。

注２

１．第２庁舎を第３移転庁舎に移転後空室の状態では必要があればローコストで耐震改修でき2,250㎡増床できる。

２．駅南庁舎の２階以上の部分（鳥大サテライトオフィス、放送大学等を周辺建物に移転しその部分を市庁舎として利用することも可能

３．なお本庁舎〔9,650㎡〕と駅南庁舎〔27,000㎡〕の合計面積は37,450㎡となる。

４．県の本庁舎の免震工事費単価は20億円/16,811㎡＝119,000円

　（免震費、建築費、設備費、外構費、省エネ用ペアガラス、消費税等を全て含む。外壁パネル費除く）








